
事業群評価調書（令和２年度実施）

7

(４)

①

②

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 68% 70% 72% 72% 72%

実績値②
54%

（H26)
67.9% 67.9% 75.9% 94.5%

達成率
②／①

99% 97% 105% 131%

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 32% 34% 36% 38% 40%

実績値②
29.9%
（H26)

43.6% 42.1% 45.5% 50.0%

達成率
②／①

136% 123% 126% 131%

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

6,700 3,622 54%

3,640 3,573 98%

2,702 1,894 70%

1,950 2,201 113%

高校生の県内就職を支援する人材の配置
事 業 群 名

1
取組
項目
ⅰ

総合就業支援センター
運営等事業

(R元
終了)

H26-R元

雇用労働政策課

○123,754 67,429 5,568

成果
指標

総合就業支援セン
ター利用者就職者数
（人）

68,806 5,580

求職者

　若年、中高年、女性、高齢者等の様々な求職者
のニーズに応じた就業支援として、個別カウンセ
リングや、適職診断、求職者向け各種セミナー等
を実施した。
（※事業費は、取組項目ⅱの同事業と重複）

活動
指標

総合就業支援セン
ター利用者数（人）

125,751

根拠法令
青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年5月
25日法律弟98号）

●事業の成果
・雇用情勢の改善により支援を必要とす
る求職者数が減少し、利用者数・就職
者数の目標は達成できなかったが、
様々な求職者のニーズに応じたワンス
トップサービスで県内への就業支援に
寄与した。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・利用者にきめ細やかな支援を行い、就
職率は目標を上回ることができた。

事
業
群

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

令和元年度事業の成果等

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
令和元年度事業の実施状況

（令和２年度新規・補正事業は事業内容）

達成率

①R元年度は、回復傾向にある雇用情勢の中で、若年、中高年、女性
等の様々な求職者のニーズに応じた就業支援を実施した結果、目標
を上回る就職率を達成できた。しかしながら、新型コロナウイルス感
染拡大の影響により、R2年度において雇用情勢は急速に悪化の方向
にあるため、引き続き、きめ細やかな就職支援を実施していくととも
に、離島を含む県内各地域における巡回相談を実施し、遠隔地にお
住まいの方にも相談サービス等の提供を実施していきたい。

②生徒の進路実現に関する取組のうち、県内就職割合向上のため、
就職実績のある企業を中心とした県内企業の説明会を開催し、企業
の担当者が直接生徒に企業情報を提供した。また、県内企業職場見
学会を実施したり、各業界団体・振興局等との意見交換会を推進し
た。さらに高校生の県内就職を支援するキャリアサポートスタッフとの
連携が効果を発揮し、工業高校生の県内就職割合は50.0%、前年比
4.5ポイント増となり、過去6年間で最高となった。

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標

所管課(室)名

（進捗状況の分析）

①総合就業支援センター登録者の就職率

72%
（R2）

進捗状況

順調

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

②工業高校生の県内就職割合

40%
（R2）

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

進捗状況

順調

基 本 戦 略 名 たくましい経済と良質な雇用を創出する 事業群①：産業労働部雇用労働政策課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

①高校や大学などの新規学卒者の県内就職を進めるため、県内企業の情報や本県の暮らしやすさにつ
いて発信するとともに各種機関や団体との連携を強化し、県内就職への支援を行います。また、長崎県
総合就業支援センターを拠点に若年、中高年、女性、高齢者等の様々な求職者のニーズに応じた就業
支援を実施するとともに人材確保・離職対策等の企業支援を行います。
さらに、長崎県総合就業支援センター「UIターン相談コーナー」を拠点に、希望者に対する相談や求人情
報の提供等により、UIターン希望者への支援を強化します。

②学校内での企業説明会、インターンシップ支援など県内企業の魅力を伝える活動を専門的に行う職員
を工業高校に配置するなど県内就職を支援します。

ⅰ）若者などの就業支援及びUIターン就職の促進（事業群①）
ⅱ）魅力ある県内企業の情報発信による企業の人材確保支援（事業群①）
ⅲ）高校生の県内就職を支援する人材の配置（事業群②）

事業群関係課(室)

事業群主管所属
事業群②：教育庁高校教育課

若者定着課

施 策 名 就業支援と良質な職場環境づくり

課 （ 室 ） 長 名 事業群①：井内　真人、事業群②：狩野　博臣若者などの就業支援



80%

40%

110 95 86%

110 225 204%

110

100 99 99%

100 99 99%

100

6 6 100%

6

50 54 108%

50

30 28 93%

30

2,330 2,118 91%

2,330

300 157 53%

300

100 313 313%

250

612 424 70%

665

24,559 14,015 11,931

37,024 22,775 11,963
―

―

成果
指標 新規登録者の就職率

101,351 61,887 55,825

求職者

　令和２年度より新たに「長崎県人材活躍支援セ
ンター」を開所し、雇用失業情勢の変化に対応し
た窓口体制の見直しを行うとともに、これまで支援
が届かなかった地域における巡回相談や就職支
援セミナーを実施する。
（※事業費は、取組項目ⅱの同事業と重複）

活動
指標

就職支援セミナー満
足度

2

長崎で輝く！人材マッ
チング事業費

5 R元-3

若者定着課

R元-36

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅰ
ⅱ

県外進学者Ｕターン就
職促進事業費

8,372 8,372

4

人材確保に向けた企
業の魅力向上事業費

R元-3

若者定着課
雇用労働政策課

13,093 5,586 15,908

35,355 18,217

(R2
新規)
R2-4

11,078 11,078 3,182

成果
指標

65歳までの継続雇用
がある企業の比率
（％）

根拠法令
青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年5月
25日法律弟98号）雇用労働政策課

雇用労働政策課
3,190 根拠法令

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年
法律第68号）

高年齢者
　高年齢者等の失業の防止及び再就職の促進
等、雇用の安定を図った。

3

高年齢者等雇用安定
対策費 ―

8,119

活動
指標

●事業の成果
・県内企業の経営者や人事担当者を対
象に、キャリアパス作成についての説
明会や、人材育成に関する個別相談会
を新たに開催した結果、キャリアパスの
作成・改善に取り組んだ企業数は目標
を上回った
・また、「Nなび」、「ＮＲ」等により、県内
企業の認知度向上、魅力発信を促進し
た。

●事業の成果
・シルバー人材センターの派遣事業の
拡大に係る県知事指定を行うとともに、
「九州・山口70歳現役社会推進大会（高
年齢者雇用支援のつどいの代替）」を通
じた企業への普及啓発を図ることで、高
年齢者の多様な就業機会の提供に寄
与した。

活動
指標

大学及び大学生との
関係構築のために県
外大学を訪問する回
数（回）

教育体系・研修シス
テム普及説明会の開
催（回）

大学生
県内企業
ほか

　キャリアコーディネーターにチーフ職を新たに配
置し、県内大学・企業訪問により、採用支援活動
を強化するとともに、学生と企業の交流機会充実
を強力に推進した。

活動
指標

成果
指標

県の働きかけにより
キャリアパスを作成・
改善した企業（社）
（累計）

学生と企業が交流す
る県内イベントの実
施回数（回）

活動
指標

高年齢者雇用支援の
つどいの参加者数
（人）

高校生
大学生
県内企業
ほか

　県内企業の人材育成やキャリアパス構築等を
支援することで、魅力向上に向けた企業の主体的
取組を促し、若者に選ばれる雇用環境づくりを進
めるとともに、各種媒体により企業情報を発信し
て県内企業の認知度向上を図る。

8,119 3,188

15,950 根拠法令 ―

若者定着課

学生と企業の交流強
化事業費

大学生
ほか

　本県出身者が多く進学する福岡県及び首都圏
の学生を中心に、新たに担当キャリアコーディ
ネーターを各１名配置し、県内企業を知る様々な
機会を提供するとともに、SNSの活用によりふるさ
と情報や県内就職情報等を発信することで県内
就職に対する意識を醸成する。

●事業の成果
・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、2月以降はイベント中止が相次いだ
ものの、学生と企業の交流の機会を一
定程度確保することができたものと考え
ている。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・新型コロナウイルス感染症の影響が
なければ、イベント実施回数、参加者数
ともに目標を達成しており、一定の寄与
したものと思われる。

23,417 12,113 19,885

成果
指標

学生と企業が接触す
る県内開催イベント
等への参加者数（人）51,026 25,552 19,938 根拠法令 ―

●事業の成果
・福岡ではキャリアコーディネーターの
配置に加えて、10月からは「ながさきＵＩ
ターン就職支援センター」を設置して、
職員も配置することにより、体制強化を
図った。
・県外大学との関係構築については、
新規開拓は一定図られたものの、新型
コロナウイルス感染症の影響等もあり、
訪問回数、イベント参加者数ともに、十
分な成果を挙げることができなかった。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・県外大学の本県出身学生と県内企業
を数多く交流させることができ、一定寄
与したものと思われる。

活動
指標

ＳＮＳ「＃つながるナ
ガサキ」の情報掲載
回数（回）

成果
指標

県外で実施する就職
相談会・企業説明会
等のイベント参加者
数（人）

根拠法令



2,280 2,199 96%

2,370

前年度実績
(40.4%)より

増加
38.3 94%

40

1,800 3,249 180%

1,800 2,712 151%

1,300 1,438 110%

1,400 1,478 106%

800

340

3,600 3,266 90%

3,600 2,435 67%

3,600

60.1 59.2 98%

60.9 63.0 103%

63.0

ⅰ

①求職者の就職相談件数は、雇用失業情勢の変化に伴い年々減少傾向にあるものの、一定数の利用者は存在すること
から、引き続き都市部の相談窓口は確保しつつ、これまで支援の手が届いていない地域、特に県外への流出率が高い離
島半島部の求職者を支援し、県内求職者の県内定着促進により一層取り組む必要がある。
②県外大学への進学者のＵＩターン対策については、首都圏・福岡に担当キャリアコーディネーターを配置し、福岡につい
てはながさきＵＩターン就職支援センターの設置により、大学訪問、学生と県内企業の交流機会の創出などこれまでより強
化を図ったが、交流イベント等の参加者も想定を下回るなど、大学との関係性の強化や新たな本県出身学生と繋がる
ツールを模索する必要がある。

①窓口相談の体制を見直し、これまで支援が届かなかった遠隔地等への巡回相談等を実施す
る。
②県外大学への進学者のＵＩターン対策については、これまで関係性を構築した大学の中で、
本県出身者が多い大学等への対策を重点化して、より多くの学生との繋がりを創出するよう努
めるとともに、大手就職ナビサイトを活用した本県出身学生へのアプローチを検討していく。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
若者などの就業支援及びUIターン就職の促進（事業群①）

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

123,754

総合就業支援センター
運営等事業

(R元
終了)

H26-R元

125,751

成果
指標

伴走型支援による求
人マッチング件数

活動
指標

企業相談員の相談数
（件）

取組
項目
ⅰ
ⅱ

高校生の県内就職促
進事業費 R元-3

若者定着課

7,158

15,841 9,448 7,177

H28-R2

67,999 0 8,769
県立学校
（高等学
校・ 特別支
援学校）の
生徒

　就職希望者が多い高校にキャリアサポートス
タッフを配置し、生徒や保護者に対して県内企業
の魅力と情報を提供するとともに、学校内での企
業説明会、インターンシップの支援等を実施する
ことで、県内企業への就職を支援した。

県内企業

　県内企業の人材確保のため、企業面談会、企
業向けセミナー（従業員、経営者及び人事担当者
向け等）の実施、総合的な就業支援サイトの構築
や「ながさき若者・女性・高齢者就職応援団」を運
営し、企業情報の発信を行った。
（※事業費は、取組項目ⅰの同事業と重複）

根拠法令
青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年5月
25日法律弟98号）

　高校生に対してふるさとの魅力や県内企業の魅
力を伝えることで、県内就職に対する意識を醸成
する。

　採用に課題を抱える県内企業の採用力を向上
するため、採用力向上支援員が市町や商工会等
と連携の上、伴走型支援を実施し、県内企業の人
手不足解消と求職者の県内就職・県内定着促進
を図る。
（※事業費は、取組項目ⅰの同事業と重複）

県内企業
活動
指標 巡回訪問企業数

雇用労働政策課

●事業の成果
・企業の経営者・人事担当者向けセミ
ナー（9回、延べ121人参加）や、採用力
強化等の相談、登録企業の情報発信を
行い、県内企業の人材確保を支援し
た。
・また登録企業35社が若年者コーナー
の利用者の職場体験を59名受け入れ
た。

成果
指標

応援団登録企業数
（社）

成果
指標

根拠法令 ―

高校生
保護者
ほか

7

101,351 61,887

長崎で輝く！人材マッ
チング事業費

(R2
新規)
R2-4

67,429 5,568

68,806 5,580

55,825

8

取組
項目
ⅱ

9

雇用労働政策課
根拠法令

青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45年5月
25日法律弟98号）

―

9,544

成果
指標

公立高校生の全就職
者に対する県内就職
者の割合（％）73,093 73,093 9,570 根拠法令 ―

10
取組
項目
ⅲ

高校生のためのふるさ
と長崎就職応援事業

若者定着課
（高校教育課）

活動
指標

生徒や保護者・教員
向けの企業見学会の
参加者数（人）

活動
指標

県内企業への訪問回
数（回）

●事業の成果
・新型コロナウイルス感染防止対策の
ため、また企業説明会や生徒との面接
指導等の充実を図ったため県内企業へ
の訪問回数は目標より少なかったが、
これらの活動により、県内企業情報や
地元で働くことの魅力を生徒や保護者
に伝えることができた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・県内就職割合は目標を達成すること
ができた。キャリアサポートスタッフによ
る県内事業所への新規訪問や、生徒へ
の面接指導の充実により事業開始以来
最高の値となった。

○60,591 60,591

企業見学会前後の学
生の意識変化割合
（％）

●事業の成果
・工業科高校2年生企業見学会（実施8
校　延べ77社　生徒数1,205人）や工業
科以外高校2年生企業見学会（実施17
校　延べ111社　生徒数994人）を実施
し、県内企業の魅力を直接、多くの生徒
に体感させることができた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・高校生が直接県内企業を知る機会を
得ることで県内就職への意識を醸成で
きたことは、県内就職率向上に寄与した
ものと思われる。

15,416 9,411



ⅱ

ⅲ

事業構築の視点

取組
項目
ⅰ
ⅱ

取組
項目
ⅰ
ⅱ

高校生の県内就職を支援する人材の配置（事業群②）

●実績の検証及び解決すべき課題

2

長崎で輝く！人材マッ
チング事業費 R2新規 ⑨

　様々な求職者ニーズに対応するため、R２年度の実績に応じた事業の見直しを、年度途中において
も随時実施していく。

改善

雇用労働政策課取組
項目
ⅰ

3

高年齢者等雇用安定
対策費 ― ⑨

　高年齢者等の雇用の安定に関する法律（国及び地方公共団体はシルバー人材センターの育成な
どに努める）に基づき、運営費補助をしている「県シルバー人材センター連合会」に対し、効率的・効
果的な運営支援を図るため、派遣事業の拡大など環境変化を踏まえた助言・指導を行う。

改善

雇用労働政策課

●課題解決に向けた方向性

　平成２８年度から県内就職割合向上に向けた取組の推進のために、学校内での企業説明会、企業見学会等を支援す
るキャリアサポートスタッフを特に就職希望者が多い高校に配置したことなどから、R2.3卒の公立高校の県内就職割合が
63.0.%と過去最高となり、キャリアサポートスタッフの配置は県内就職割合の向上に非常に効果的であるといえる。
　また、知事が県内の経済団体の長に対し高卒求人の早期提出要請などを行ったこともあり、７月末時点における早期求
人提出割合（３月末を100とする）は、R2.3卒求人で91.8%（前年同期比3ポイント増）を記録した。

　令和２年度においても令和元年度の取組を継続するとともに、県内就職支援の取組をより強
化するために、高校教育課職員がキャリアサポートスタッフ配置校を定期的に訪問し、情報共
有と適切な指導助言を行う。

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

魅力ある県内企業の情報発信による企業の人材確保支援（事業群①）

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

①高校生・大学生等に対し、ＮなびやＮＲ等による情報発信や合同企業面談会や説明会、インターンシップ等により直接
企業の魅力伝える機会の創出は引き続き実施しているが、生徒・学生だけではなく、保護者も含めて県内企業の認知度
や魅力が十分に伝わっていないという声が聞かれるため、保護者も意識した取組をさらに強化する必要がある。
②大学生対策においては、県内企業の交流会やインターンシップ、県内企業の魅力・本県の暮らしやすさに関する県幹
部の講演、県外大学進学者の保護者への知事からの手紙など、就職活動以前の早い段階から県内企業の魅力を伝える
ことも含め取り組んでいるが、例えば、語学スキルを活用できる県内企業の情報がないため、県外へ就職しているとの声
が聞かれるなど、学生が欲しい情報を提供できていないといった事例も見られる。
③また、COC+事業と連携した県内企業の魅力発信も様々な形で取り組んできたが、COC+事業が令和元年度で終了した
うえ、COC+事業参画大学の県内就職率も目標を下回っていることから、県内大学との連携についても次なる施策を検討
していく必要がある。
④効果的な求人のノウハウが分からず、採用に課題を抱える県内企業が多数存在。

①学生・生徒に保護者も含め、県内就職に対する意識醸成を図るため、テレビ等のマスメディ
アも活用しながら、県内就職促進キャンペーンなどの取組を検討していく。
②さらに、ＮＲの紙面構成やＮなびのデザインやコンテンツを学生・生徒が興味を引くような内
容に見直していく必要がある。
③ターゲットを明確にした情報発信を検討していく必要がある。
〇COC+事業の成果と反省点を踏まえ、引き続き大学との連携を図るスキームを検討する必要
がある。
④人材確保に課題を抱える企業の採用力を向上するため、市町や商工会と連携して伴走型支
援を実施していく。

事業
番号

取組
項目

事務事業名 令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性

所管課(室)名 （令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向 見直し区分

5

学生と企業の交流強
化事業費

　COC+事業終了後も、引き続き大学との連携が必要であるこ
とから、県内大学と若者の県内定着に向けた連携協定を締結
し、協定に基づく大学独自の県内就職促進に係る取組を支援
していく。
　県民の県内就職への意識・気運醸成を図るため、ＣＭ放映
や学生と企業の交流イベントなどを一定期間に集中する県内
就職促進キャンペーンを実施する。

②

　新型コロナウイルス感染症の影響への対策として、令和２年４月補正により県内企業が最寄りの本
庁・各振興局でオンラインにおける新たな生活様式としてオンラインの活用を積極的に進めていく。
　また、学生が欲しい情報をターゲットを明確したうえで情報提供することが求められていることから、
例えば、語学スキルを活用できる県内企業をリストアップして、国際系学科や外国語学科などの学生
に県内企業の情報を提供し県内企業にも目を向けてもらうなど、これまでの取組をさらに進化させて
いく。

4

人材確保に向けた企
業の魅力向上事業費

　県内企業のインターンシップに対する意識醸成を図るととも
に、カリキュラムの充実や学生に対する発信力を強化する企
業向けセミナーの開催や伴走型支援を実施する。
　Ｎなびについては、学生がより親しみやすく、企業が自社の
魅力を伝えやすくするため、サイト全体のデザイン変更や学生
用コンテンツの充実を図る。

②

　就職・採用におけるインターンシップの重要性はますます高まっているものの、ワンデーインターン
シップの廃止や本県インターンシップ推進協議会が実施するインターンシップの利用者の減少などの
変化が生じていることから、大学・民間企業と協議を行ったうえで、本県におけるインターンシップのあ
り方を見直していく。

改善

若者定着課
雇用労働政策課

改善

若者定着課



取組
項目
ⅰ
ⅱ

取組
項目
ⅰ
ⅱ

取組
項目
ⅱ

取組
項目
ⅲ

9

長崎で輝く！人材マッ
チング事業費 R2新規 ⑤⑥

　令和２年度において、企業支援のモデル地区を設定の上、支援を実施し、支援手法を確立する。
　令和３年度においては、令和２年度の実績を元に他の地域への横展開を図るとともに、市町や商工
会等との役割を整理し、将来的に県の介在なしに機能する手法を確立する。

改善

雇用労働政策課

7

高校生の県内就職促
進事業費 　市町等と連携して実施している企業説明会において、新たに

県内他地域の企業も加え、生徒の選択肢を拡大させる。

注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

10

高校生のためのふるさ
と長崎就職応援事業

　令和２年度においては、キャリアサポートスタッフ２４名（前年
度から２名増）を４１校へ配置し、事業効果をあげていく。キャ
リアサポートスタッフ配置校においては、各校で県内就職割合
の目標値を新たに設定し、４月から７月まで毎月高校教育課
に県内就職希望状況を報告させ、高校教育課職員が適切な
指導助言を行う。

⑨

　引き続き「キャリアサポートスタッフ」の業務内容を充実させるとともに、キャリアサポートスタッフと県
内就職推進員との連携会議をもとに、効果が上がった取組について情報共有を行い、より効率的で
効果が高い支援を検討していく。また、高校教育課職員がキャリアサポートスタッフ配置校を訪問し、
適切な指導助言を行うとともに、令和３年度の実施内容を検討する。

改善

若者定着課
（高校教育課）

6

県外進学者Ｕターン就
職促進事業費

　県外学生のＵターン就職を促進するため、Ｕターン就職活動
（インターンシップ、合同説明会、面接等）に要する旅費の一部
を助成。
　福岡における学生との繋がりをさらに拡大するため、福岡県
内において、学生県人サークルを形成し、サークル活動を通じ
て、県内就職を促進する。

②

　県外学生のＵターン就職促進の最大の課題は、県外学生への情報提供が十分ではないことであ
り、また新型コロナウイルス感染症の影響により、県外学生のＵターン就職活動が制限されているこ
とへの対策が必要なことから、令和２年４月補正、６月追加補正において、大手就職ナビサイトに登
録している本県出身学生へ県内企業の情報を提供する対策を行ったところである。
　このため、令和３年度以降においても、大手就職ナビサイトを活用した本県出身学生への情報提供
を継続的に実施できる仕組みづくりを検討していく。

拡充

若者定着課

②
　高校生に対してふるさとの魅力や県内企業の魅力を伝えることで、県内就職に対する意識を醸成
することとしており、令和３年度も必要な見直しを行いながら実施する。

改善

若者定着課


